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富裕層に対する課税強化 
～配当金課税に係る令和 4 年度の改正による影響を中心に～ 

１.はじめに 

富裕層に対する課税が年々強化されており、ここ 10 年ほどの税制改正では、国外財産調書制度の創設（平成

24 年度）、相続税の基礎控除額の引き下げ及び税率の引き上げ（平成 25 年度）、国外転出時課税制度の創設（平

成 27 年度）、給与所得控除額の縮小（平成 30 年度）、国外中古建物の不動産所得に係る損益通算の制限（令和 2

年度）などがありました。 

 そして、令和 4 年度改正では、上場株式等に係る配当所得等の課税特例の見直しにより、個人株主が直接保有

する株式の持株割合が 3%未満であったとしても、その株式に、個人が株主として支配する同族会社が保有する

分も合算して持株割合が 3%以上となる場合には、個人株主が保有する株式に係る配当金については総合課税と

される改正が行われました。 

本稿では、特に富裕層に関係のある令和 4 年度改正の内容を中心に解説いたします。 

 

２.上場株式等に係る配当所得等の課税特例の見直し（個人所得税） 

（１） 見直しの背景 

上場株式等に係る配当等の課税特例は、持株割合 3%未満の者が、課税方式を下記のいずれかから選択できる

制度です。 

① 総合課税（所得税：累進税率 5%～45%） 

② 申告分離課税（所得税：一律 15%） 

③ 申告不要（所得税：一律 15%） 

改正前は、持株割合を個人株主のみの保有数で 3%未満か否かを判定し、自己が支配する同族会社を通じた保

有数は含めていませんでした。大口株主（個人のみで 3%以上保有）は①総合課税となるのに対し、個人株主と

しては 3%未満の保有で、同族会社を合わせて 3%以上保有している個人の場合は、②申告分離課税③申告不要

を選択することが可能であり、この点について、課税の公平性が保たれていないと会計検査院から指摘がされて

いました。 

 会計検査院の検査報告によると、検査対象の個人株主 3,749 人のうち、持株割合が実質的に 3%以上で特例の

適用が確認できた個人株主は 122 人おり、その 122 人の所得税額と、特例を適用せずに総合課税を適用したと仮

定した場合の所得税額を推計すると、平成 30 年から令和元年の 2 年間合計で 13 億 4880 万円の開差があるとし

ています。 

このような背景から、特例対象外となる大口株主の範囲を拡大する改正が行われました。 
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（２） 改正後の制度内容 

個人株主における持株割合の判定は、個人株主と同族会社の保有数を合算して行うことになります。 

その結果、持株割合が 3%以上となった場合には、特例である②申告分離課税③申告不要を選択できなくなり、

①総合課税により申告を行うこととなります。 

なお、ここでの同族会社とは、法人税法上の同族会社（法法 2 十）と同義であることが示されました（措法 8

の 4①一）。すなわち、その個人を判定の基礎となる株主として選定した場合に、上位 3 株主が発行済株式等の

50%超を有する法人をいいます。 

改正後の規定は、令和 5 年 10 月 1 日以後に支払を受けるべき配当等について適用されます。 

 

＜図表 1：改正後の持株割合判定 ケース①＞ 

 
本ケースの場合は、個人 A は総合課税となります。 

 

＜図表 2：改正後の持株割合判定 ケース②＞ 

 
本ケースでは、個人 A とその配偶者 B とが法人 B の株式の 100%を保有し、子 C は法人 A の株式を保有する

ものの、法人 B の株式は保有していないというケースです。 

本ケースの場合、個人 A の持株割合は 7%、配偶者 B の持株割合は 6%となり総合課税となります。他方、個

人 C は法人 B の株式を保有していないため、個人の持株割合だけで判定し 2%となります。 
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３. 受取配当等の益金不算入制度の見直し（法人税） 

受取配当等の益金不算入制度の見直しは、令和 2 年度改正により行われたもので富裕層に対する課税強化とい

う文脈からは外れますが、資産管理会社に対する配当金についての所得計算に影響があるため、併せて解説いた

します。 

（１） 改正の趣旨 

法人が他の法人から収受する配当等については、当該配当等に係る株式等の区分（当該法人が保有する当該他

の法人の株式等の保有割合）に応じ、それぞれ下表に掲げる金額は益金の額に算入しないこととされています。 

 

改正前は、関連法人株式等又は非支配目的株式等に該当するか否かの判定については、配当等を受領した法人

における当該配当等に係る株式等の保有割合によることとされていました（すなわち、法人単体で判定します。）。 

 令和 2 年度改正により、連結納税制度が抜本的に見直され「グループ通算制度」に改組されました。グループ

通算制度では上記株式等の区分をグループ全体での保有割合により判定することになっており、グループ通算制

度を選択適用する法人としない法人における課税の中立性及び公平性の確保の観点から、単体納税制度において

も一定の見直しが行われました。 

 

（２） 改正後の制度内容 

改正後においては、グループ通算制度と平仄を合わせ、完全支配関係企業グループ内の法人全体における株式

等の保有割合によって株式等の区分の判定を行うこととされました。 

完全支配関係は個人を頂点とする完全支配関係を含むため（法法 2 十二の七の六、法令 4①、法令 4 の 2②）、

以下の図表のようにオーナー家を頂点とする資産管理会社が複数ある場合に益金不算入額が増加することが見

込まれるため、納税者にとって有利な改正内容であるといえます。 

改正後の規定は、令和 4 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式等の区分 株式等の保有割合 益金不算入額（算式）

完全子法人株式等 100% 受取配当等の額×100%

関連法人株式等 3分の1超100%未満
受取配当等の額－関連法人株式等
に係る負債利子控除額

その他の株式等 5%超3分の1以下 受取配当等の額×50%

非支配目的株式等 5%以下 受取配当等の額×20%
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＜図表：改正後の株式等の区分判定＞ 

 
 

法人 B、C、D はオーナー家を頂点とする完全支配関係があり、B～D それぞれの法人における法人 A 株式の

保有割合は合計の 34%となります。 

 法人 B 及び C は単独での保有割合が 5%超 3 分の 1 以下であり、改正前はその他の株式等に区分されていま

したが、改正後は関連法人株式等に区分されることになります。また、法人 D は単独での保有割合が 5%以下の

ため、改正前は非支配目的株式等に区分されていましたが、改正後は関連法人株式等に区分されることになりま

す。 

 

４. 最後に 

上場会社の配当金課税について、個人側では課税強化となる改正がなされた一方、法人側では納税者有利とな

る改正がなされています。上場会社オーナーにとっては、今後個人と資産管理会社での株式の保有の仕方次第で

納税額に差が出てくることになります。 

 本稿で解説した内容を踏まえて、どのような保有関係が最適なのか、それを実現しようとする場合にどのくら

いのコストが発生し、どのくらいのメリットを得られるのか、最適に出来ないとした場合でも、よりベターな保

有関係はどういった形なのか等、今後検討を進める必要があると考えます。 

 富裕層に対する課税強化の流れは今後も続くものと想定されます。令和 4 年度改正では、財産債務調書の提出

義務者についてもその範囲が拡大され、実際に生じた所得というフローの把握のみならず、ストック（財産）に

関する資料収集も強化されています。納税者としては、適時適切な情報収集の重要性が益々高まっているといえ

ます。 
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本ニュースレターは、一般的な情報提供であり、具体的アドバイスではありません。個別の案件については個

別の状況に応じて検討が必要になります。お問い合わせ等がありましたら、下記専門家まで遠慮なくご連絡くだ

さい。 

ウェルスマネジメントプラクティスグループ（wealth-management@aiwa-tax.or.jp） 

税理士    奥津 雅之 

税理士    二村 義則 

税理士    中村 彰利  

税理士    加瀬 良明 

税理士    市川 光大 

 

【あいわ税理士法人グループの概要】 

 グループ構成 

あいわ税理士法人 

  あいわ Advisory 株式会社 

 所在地 

  〒108-0075 東京都港区港南 2-5-3 オリックス品川ビル 4F 

 URL 

https://www.aiwa-tax.or.jp/ 

 人員数 

税理士・税理士有資格者：45 名 

公認会計士：9 名 

情報処理安全確保支援士：2 名 

行政書士：1 名 

科目合格者：6 名 

総務ほか：9 名 

合計：65 名(一部重複) 

 関与先概要 

     上場グループ 305 社 上場準備 200 社 非上場 265 社 


